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 10,000人未満  35 町村レベル
200,000人未満 197 市レベル








 10,000人未満  35
 30,000人未満  60
 50,000人未満  45





















































































































































































































































































































































 10） 福岡地判昭和 55年 6月 5日判時 966号 3頁。







































































12） Die verfassungsmäßige Ordnung in den Ländern 
muß den Grundsätzen des republikanischen, 
demokratischen und sozialen Rechtsstaates im 
Sinne dieses Grundgesetzes entsprechen.　In den 
Ländern, Kreisen und Gemeinden muß das Volk 
eine Vertretung haben, die aus allgemeinen, unmit-
telbaren, freien, gleichen und geheimen Wahlen 
hervorgegangen ist.　Bei Wahlen in Kreisen und 
Gemeinden sind auch Personen, die die Staat-
sangehörigkeit  e ines Mitgl iedstaates  der 
Europäischen Gemeinschaf t besitzen, nach 
Maßgabe von Recht der Europäischen Gemein-
schaft wahlberechtigt und wählbar.　In Gemeinden 
kann an die Stelle einer gewählten Körperschaft 
die Gemeindeversammlung treten.




















































































































































































































































































































































































































34─    ─
八戸学院大学紀要　第 48号
条例を制定している。
今日の地方分権を巡る議論は，国の権限を小
さくして，地方自治を充実させること自体が目
的となっているように見える。しかし，本来は
国あっての地方であると同時に地方あっての国
であり，相互の協力が重要であることは言うま
でもない。地方自治は「民主主義の学校」とい
われるように，地方自治は民主主義を訓練する
絶好の場所であるとともに，地方にしかできな
いことがあるという期待が込められている。民
主主義は地方だけでなく，国にも存在する。む
しろ地方自治で学んだ民主主義を国でさらに実
践する。そして，その中でも地方にしかできな
い民主主義は地方で実現していく。これは，決
して国の権限を小さくし，地方自治を充実させ
るというものではない。国，地方公共団体の適
切な関係や役割分担を実現させて，協力，恊働
関係になければならない。そのためにも，自治
基本条例は住民自治を充実させるだけでなく，
地域住民に身近で国になくてはならない地方公
共団体の基本原則などを明記し，住民投票制度
など国では実現できない民主主義を実現させる
ための存在として捉えるべきである。
また，課題として取り上げなかったが，市民
投票制度には定住外国人も含まれている。この
点について詳論は避けるが，憲法違反の疑いも
強いといわれている。自治基本条例で住民自治
をより充実させることは，地方分権時代におい
て非常に重要であり，成果を上げているが，い
ま一度住民とは何か，市民とはどこまでいうの
か，この点をはっきりさせる必要があろう。
